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アンケート調査結果報告書 

（ダイジェスト版） 

 

 

 

令和２年３月 
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本ダイジェスト版は、「近江八幡市男女共同参画に関する市民意識調査」において、滋賀県や国

が行った男女共同参画に関するアンケート調査等から、同一の質問項目を一部抜粋して作成し

たものです。 
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Ⅰ．調査の概要 

 

   

本市では、男女が性別にかかわりなく個性や能力を発揮できる男女共同参画社会の実現に

向けて、平成 24年に「男女共同参画おうみはちまん 2020プラン-男女共同参画近江八幡市

行動計画-」を策定し、市民や事業者の皆様と協働し、連携を図りながらさまざまな取組みを

進めています。 

 このたび新たにプランの策定を行うにあたり、本市における男女共同参画の現状を調査す

るとともに、今後の施策方針の参考とするため、市民の皆様にアンケート調査を実施しまし

た。 

 

 

 

調査種類 市民意識調査 事業所アンケート 

調査対象 満 18歳以上の市民 市内所在の事業所 

対象者数 
4,000人 

（無作為抽出） 
195カ所 

（企業内人権問題推進状況調を行った事業所） 

調査期間 
令和元年 10月 18日 

～11月 15日 

令和 2年 1月 6日 

～1月 31日 

回収数 1,621件 75件 

回収率 40.5% 38.5% 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

 

 

  

回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下

第 2位で四捨五入したものです。そのため、単数回答であっても合計値が 100.0%にならな

い場合があります。また、複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対して、

それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100.0%を超える場合があります。 

 図表中において、「無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が著

しく困難なものです。 

図表等の「N（number of case）」は、有効標本数（集計対象者総数）を表しています。各

設問の図表上の「ＭＡ％」「３ＬＡ％」等との表記は、回答選択肢の中からあてはまるものを

複数選択する場合（すべてに○、３つまで○等）を示しています。これ以外の場合は、特に断

りがない限り、単一回答（回答選択肢の中からあてはまるものを１つだけ選択する）形式の

設問です。 

1調査目的 

2 実施要領 

3 報告書の見方 
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Ⅱ-1.市民意識調査 

 

 

 回答者の性別構成は、「男性」が 45.2%、「女性」が 53.5%、「その他」が 0.6%となっ

ており、年齢構成は、男性・女性ともに「70歳～79歳」が最も多くなっています。また、

職業については、男性は「勤め人（正規の職員・従業員、会社などの役員）」が 38.8%と最

も多く、女性は「家事専業」が 29.1%と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 

 

女性 

 

その他 

 

無回答 

 

回答者の属性 

 

45.2 53.5

0.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

0.4

6.1

10.5

13.4

11.9

22.0

26.9

8.7

0.0

0.7

4.1

13.8

12.4

14.4

19.1

21.2

10.4

0.2

0% 10% 20% 30%

18歳～19歳

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～69歳

70歳～79歳

80歳以上

無回答

男性(N=732) 女性(N=868)

 

38.8

5.3

6.8

3.1

7.2

1.9

1.6

0.4

1.6

32.7

0.4

17.3

10.1

16.5

0.1

1.3

3.8

0.6

29.1

2.3

18.0

0.9

0% 10% 20% 30% 40%

勤め人（正規の職員・従業員、会社などの役員）

勤め人（非正規の職員・従業員（パート・アルバイト・

派遣等）で、週あたりの就業時間が35時間以上）

勤め人（非正規の職員・従業員（パート・アルバイト・

派遣等）で、週あたりの就業時間が35時間未満）

農林漁業

会社経営者、自営業主（農林漁業を除く）

家族従業者（農家や会社など自営業主の家族で、

その自営業に従事している方）

その他の有職

家事専業

学生

無職

無回答

男性(N=732) 女性(N=868)

性別 

年齢 職業 

(N=1,621) 

(N=1,621) (N=1,621) 

■その他(N=1) 60歳～69歳 

 

■その他(N=1) 無職 
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「男性は仕事、女性は家庭」という考え方を、どのように思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「男性は仕事、女性は家庭」という考え方に関して、「そうは思わない」と「どちらかと

いえばそうは思わない」を合わせた『そうは思わない』が半数以上となっています。 

 

・性別役割分業に同感する理由（Ｎ＝558） 

理由 男性 女性 

日本の伝統だと思うから 6.2 6.9 

配偶者や家族が望んでいるから 5.8 8.0 

仕事と家庭を両立するより、性別で役割を分担したほうが効率が良いと

思うから 

13.9 12.7 

能力的にみて、男性は仕事に向いており、女性は家事・子育て・介護等に向

いていると思うから 

34.3 35.9 

母親が家庭にいた方が子どもの成長にとって良いと思うから 33.2 24.0 

その他・理由を考えたことがない・無回答 6.6 12.6 

■その他（Ｎ＝1） 仕事と家庭を両立するより、性別で役割を分担したほうが効率が良いと思うから 

・性別役割分業に同感しない理由（Ｎ＝945） 

理由 男性 女性 

性別によって一律に役割を決めることはおかしいと思うから 28.4 23.5 

男女ともに仕事と家事・子育て・介護等の両方に関わる方が、各個人、

家庭にとって良いと思うから 

39.6 50.9 

女性も仕事をする方が、生活が安定すると思うから 11.4 10.8 

家庭以外の場面でも、女性の能力を活かせると思うから 12.6 8.9 

その他・理由を考えたことがない・無回答 7.9 5.8 

 

1.男女の地位や役割に関する意識について 

 

3.5

5.2

28.3

32.2

19.9

16.7

40.8

39.6

2.0

1.6

3.9

3.4

1.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性(N=868)

男性(N=732)

そう思う 

 

どちらかといえばそう思う 

 

どちらかといえばそう思わない 

 そう思わない 

 無回答 

 

わからない 

 

■その他 どちらかといえばそう思う 

 

（％） 

 

（％） 
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あなたの家庭では、次の日常家庭生活での役割を、主に誰が行っていますか。 

 

男性（Ｎ＝732） 

 男性 女性 どちらとも 子どもはいない 無回答 

家計の管理 17.6 58.5 20.8  3.1 

食事の支度 6.0 76.2 15.0 2.7 

食事の後片付け 9.2 52.0 35.4 3.4 

掃除 8.5 50.3 37.4 3.8 

洗濯 6.8 68.7 21.0 3.4 

日常の買い物 7.8 49.9 39.6 4.1 

ゴミ出し 37.4 28.6 30.2 3.8 

介護・看病 4.5 34.2 43.7 17.4 

子どもの世話 1.1 31.6 33.2 23.6 10.5 

 

女性（Ｎ＝868） 

 男性 女性 どちらとも 子どもはいない 無回答 

家計の管理 14.7 59.7 22.4  3.2 

食事の支度 1.4 86.1 9.8 2.8 

食事の後片付け 3.3 75.8 17.9 3.0 

掃除 2.5 70.5 23.8 3.1 

洗濯 1.8 82.7 12.4 3.0 

日常の買い物 2.3 66.0 28.2 3.5 

ゴミ出し 24.8 50.5 21.3 3.5 

介護・看病 1.5 50.2 30.5 17.7 

子どもの世話 0.2 43.3 26.5 19.1 10.8 

 

  

男性では、ほぼ全てのカテゴリーについて、「女性」が最も多くなっていますが、「ゴミ

出し」では「男性」が、「介護・看病」。「子どもの世話」については、「どちらとも」が最も

多くなっています。また、女性では、全てのカテゴリーについて、「女性」が最も多くなっ

ています。 

 

 

2.家庭生活について 

（％） 

 

（％） 

 

■その他（Ｎ＝1）家計の管理、食事の支度、掃除、洗濯、ゴミ出し・・・女性 

         食事の後片付け、介護・看病・・・どちらとも 子どもの世話・・・子どもはいない 
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自治会などの地域活動における現状とあなたの考え方に関して、お答えください。 

 

 

 

≪現状への意見≫（男性Ｎ＝732、女性Ｎ＝868） 

 

 

≪現状≫について、「そうである」が数多く見られます。また、≪現状への意見≫について

は、「改善すべき」という意見が数多く見られます。 

  そうである そうでない どちらでもない わからない 無回答 

方針や企画等の決定は男性が行う

（ことが多い） 

男性 53.8 9.2 16.4 14.5 6.1 

女性 52.9 7.5 10.4 22.0 7.3 

準備や片付けは女性が行う 

        （ことが多い） 

男性 52.9 14.8 15.6 10.7 6.1 

女性 87.1 8.1 12.2 13.9 8.6 

団体の長には男性が就く 

        （ことが多い） 

男性 28.6 32.1 19.7 13.9 5.7 

女性 27.4 29.7 15.1 18.7 9.1 

方針決定の場で女性の発言が少ない 

        （ことが多い） 

男性 28.1 15.2 24.5 20.0 12.3 

女性 21.2 14.3 19.6 25.5 19.5 

活動に男性の参加が少ない 

        （ことが多い） 

男性 9.7 27.2 31.7 19.4 12.0 

女性 8.5 19.9 24.7 29.3 17.6 

  当然だと思う 仕方ない 改善すべき わからない 無回答 

方針や企画等の決定は男性が行う

（ことが多い） 

男性 16.0 27.7 32.0 16.0 8.3 

女性 21.4 21.3 25.8 19.7 11.8 

準備や片付けは女性が行う 

        （ことが多い） 

男性 33.2 15.6 23.3 17.9 10.1 

女性 28.8 11.3 22.4 25.5 12.1 

団体の長には男性が就く 

        （ことが多い） 

男性 11.6 26.8 30.5 18.0 13.1 

女性 12.2 21.0 20.9 27.6 18.3 

方針決定の場で女性の発言が少ない 

        （ことが多い） 

男性 10.7 23.5 33.3 17.9 14.6 

女性 11.8 24.4 19.4 25.6 18.9 

活動に男性の参加が少ない 

        （ことが多い） 

男性 13.7 16.7 24.3 29.0 16.4 

女性 10.7 13.7 17.2 35.7 22.7 

3.地域活動について 

■その他（Ｎ＝1）  方針決定の場で女性の発言が少ない、活動に男性の参加が少ない…そうである   準備や片付けは女性が行う…そうでない 

                   方針や企画等の決定は男性が行う、団体の長には男性が就く…どちらでもない 

 

■その他（Ｎ＝1）  団体の長には男性が就く、方針決定の場で女性の発言が少ない、活動に男性の参加が少ない…当然だと思う 

          準備や片付けは女性が行う…仕方ない  方針や企画等の決定は男性が行う…改善すべき、 

 

（％） 

 

（％） 

 

≪現状≫ （男性Ｎ＝732、女性Ｎ＝868） 
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あなたは、一般的に女性が職業をもつことについて、どうお考えですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男性・女性ともに「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」が最も多くなって

います。 

 

男女がともに働き続けるには、どのようなことが必要だと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性・女性ともに、「育児休業や介護休業等を容易に取得できる職場環境の整備や、復帰

に向けた支援」が最も多くなっています。 

 

0.8

0.5

3.7

3.0

5.4

8.5

53.2

46.4

31.7

37.4

5.2

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性(N=868)

男性(N=732)

女性は職業をもた

ないほうがよい 

 

結婚するまでは、 

職業をもつ方がよい 

 子どもができるまでは

職業をもつ方がよい 

 子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい 

 

子どもができたら職業をや

め、成長した後、再び職業を

もつ方がよい 

 

無回答 

 

 

36.2

66.0

41.0

41.7

16.3

35.7

18.9

2.6

1.0

2.5

3.3

34.1

61.2

38.2

41.0

22.6

41.0

13.8

1.6

1.4

2.6

4.8

0% 20% 40% 60% 80%

職場における昇進や賃金等の男女平等の確保

育児休業や介護休業等を容易に取得できる職場環境の整備や、復帰に向けた支援

労働時間の短縮や在宅勤務等、柔軟な勤務形態の導入

保育施設や放課後児童クラブ（学童）等、保育サービスの充実

訪問介護や通所介護等、介護サービスの充実

家事や子育て等の役割分担等、家族の理解

働き続けることに対する意識や意欲の向上

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

男性(N=732) 女性(N=868)

4.女性の働き方や社会参画について 
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あなたは暴力（ＤＶ）やセクハラを受けたり、知人等が受けたと見聞きしたことはあり

ますか。 

 

≪暴力（ＤＶ）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪セクハラ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

暴力（ＤＶ）について、男性・女性ともに約３割の人が「受けたことがある」、「見聞きし

たことがある」と回答しています。また、セクハラについては、男性で約３割、女性で約 4

割の人が「受けたことがある」、「見聞きしたことがある」と回答しています。 

 

 

 

 

5.男女間のトラブルについて 

 

8.8

4.0

25.9

25.1

61.1

66.9

4.3

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

(N=868)

男性

(N=732)

受けたことがある 

見聞きしたことがある 

どちらもない 無回答 

 

13.8

2.6

26.5

32.5

55.8

60.9

3.9

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性(N=868)

男性(N=732)

受けたことがある 

見聞きしたことがある 

どちらもない 無回答 
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男女共同参画社会を発展させていくために、近江八幡市は以下のことについて、どの程度力

を入れていくべきだと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 近江八幡市が取り組むべき課題について、「取り組んでいくべき」と「どちらかといえば

取り組んでいくべき」を合わせた『取り組んでいくべき』が、全てのカテゴリーで、約８割

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.男女共同参画の推進について 

 

31.0

32.6

33.1

42.4

40.6

46.2

37.0

37.8

36.2

74.5

43.6

46.8

46.5

40.7

41.5

37.1

44.6

43.2

47.8

17.5

11.5

8.6

8.8

6.2

6.5

5.4

7.2

7.8

5.2

0.8

3.7

1.8

1.5

1.1

1.8

1.2

1.4

1.3

1.1

0.3

10.2

10.1

10.2

9.6

9.7

9.6

9.9

9.9

9.7

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｊ.広報誌やパンフレットなどで、男女共同参画の広報啓発を行う

ⅰ.市民、事業者、ＮＰＯ等の活動を支援するとともに連携・協働を進める

ｈ.情報提供や交流の場、相談、研修会を実施する

ｇ.学校教育や社会教育、生涯教育の場で男女共同参画意識を高める学習を充実する

e.職業における男女の均等な取扱いの周知徹底を行う

d.女性の参画意識の向上とリーダーの育成を図る

ｃ.女性を政策方針決定の場に積極的に登用する

ｂ.男女共同参画が進むようにあらゆる制度の見直しを進める

ａ.保育サービスや、高齢者・介護サービスを充実する

ｆ.女性の就労の機会を増やしたり、従来女性が就労していなかった分野などへの 

女性の進出を促進するため職業教育や職業訓練を充実する 

取り組んでいくべき 

どちらといえば 

取り組んでいくべき 

どちらといえば 

取り組まなくてもよい 

取り組まなくてもよい 

無回答 

(N=1,621) 
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Ⅱ-２.事業所アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性比率 ０％～２０％未満 ２０％～４０％未満 ４０％～６０％未満 ６０％～８０％未満 ８０％以上 無回答 

正規従業者 29.3 30.7 13.3 16.0 9.3 1.3 

管理職 38.7 13.3 12.0 5.3 5.3 25.3 

非正規従業者 10.7 9.3 5.3 17.3 24.7 22.7 

事業主・常勤役員 29.3 8.0 13.3 2.7 4.0 42.6 

部長相当職 37.3 4.0 4.0 1.3 2.7 50.7 

課長相当職 38.7 10.7 6.7 2.7 5.3 36.0 

 

 

 

 

回答者事業所の属性 

業種 

 

9.3

20.0

12.0

12.0

0.0

1.3

18.7

1.3

1.3

4.0

0.0

9.3

4.0

6.7

0% 10% 20% 30%

建設業

製造業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

情報通信業

医療、福祉

教育、学習支援業

飲食店、宿泊業

運輸業

電気・ガス・熱供給・水道業

その他サービス業

その他

無回答

区分 

●単独事業所・・・３０．７％ 

 

●本社・本店・・・２６．７％ 

 

●支社・支店。営業所等・・・３２．０％ 

 

●無回答・・・１０．７％ 

従業員 

（％） 

 

(N=75) 

(N=75) 

(N=75) 
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育児休業及び介護休業の取得状況について、教えてください。 

 

 

≪育児休業制度≫※無回答には、配偶者が出産した男性従業員 0人の事業所を含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪介護休業≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 育児休業の取得状況については、男性従業員では、「0％～20％未満」が最も多くなって

おり、女性従業員では、「80％以上」が最も多くなっています。 

 介護休業の取得状況については、男性従業員・女性従業員ともに、「0人」が約 9割と最

も多くなっています。 

 

 

 

1.育児・介護休業支援について 

 

0

30.7

0.0

1.3

36.0

0.0

64.0

68.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

０％～20％未満

40％～80％以上 

  

  

0％～80％未満 

  

  

80％以上 

  

  

無回答  

  

無回答  

  

 

88.0

93.3

5.3

2.7

1.3

1.3

5.3

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

0人 1人 2人
無回答  

  

(N=75) 

(N=75) 
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女性の活躍推進に関して、何か取組んでいることはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の活躍推進に取り組むにあたって、支障となることはどのようなことだと思います

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 女性活躍の推進に関して取組んでいることについて、「業務に必要な知識や能力、資格取

得のための教育や研修を性別に関係なく実施している」が約5割と最も多くなっています。 

 また、そういった取組みにあたって、支障となることは「家事、育児、介護などの家庭の

仕事に伴い、配置や時間外労働に制約があること」が約 7割と最も多くなっています。 

2.女性の能力発揮促進に関する取組みについて 

 

13.3

22.7

36.0

14.7

9.3

49.3

20.0

6.7

1.3

2.4

4.0

0% 20% 40% 60%

女性の活躍推進の担当部局・者を設けるなど、事業所内で推進体制を整備している

女性が少ない職場・職種への女性従業員の配置や意欲と能力がある女性を積極的に採用している

性別で評価が偏ることがないよう、人事考課基準を明確に定めている

管理職や従業員に対し、女性活躍推進の重要性について啓発を行っている

採用者に占める女性の割合・管理職に占める女性の割合等について目標を設定している

業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修を性別に関係なく実施している

仕事と家庭を両立するための制度を充実させている

女性活躍推進に関するセミナー等に出席し、情報収集を行っている

その他

特に何もしていない

無回答

 

17.3

68.0

10.7

14.7

25.3

14.7

1.3

1.3

5.3

0% 20% 40% 60% 80%

女性の平均勤続年数が短いこと

家事、育児、介護などの家庭の仕事に伴い、

配置や時間外労働に制約があること

防犯上の問題から、女性には時間外労働や

深夜労働をさせにくいこと

重量物の取扱や危険有害業務について、法制上の制約がある

こと

女性自身が昇進・昇格を望まないこと

女性の人材活用に関する社会全体の認識、理解がまだ不十分

であること

男性管理職や男性従業員の認識、理解が不十分であること

その他

無回答

(N=75) 

(N=75) 
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「ワーク・ライフ・バランス」の推進に関する取組み状況をお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ワーク・ライフ・バランスの推進に関する取組みについて、実施しているものについては、

「有給休暇取得の奨励」が最も多くなっています。また、実施予定のないものについては、

在宅勤務制度が最も多くなっています。 

 

 

 

3.男女がともに働きやすい環境づくりについて 

 

4.0

17.3

54.7

70.7

88.0

65.3

81.3

26.7

77.3
0.0

4.0

8.0
6.7

12.0

4.0

10.7

2.7

12.0

9.3
0.0

82.7

64.0

33.3

10.7

5.3

17.3

12.0

49.3

9.3

17.3

9.3

10.7

5.3

6.7

2.7

6.7

4.0

12.0

4.0

82.7

①在宅勤務制度

②フレックスタイム制度

③短時間勤務制度

④時間外労働削減のための対策

⑤有給休暇取得の奨励

⑥育児休業取得の奨励

⑦半日単位での有給休暇取得が可能

⑧時間単位での有給休暇取得が可能

⑨再雇用制度（退職者をパートなどで優先的に雇用する制度…

⑩その他

 

52.0

5.3

10.7

48.0

0.0

10.7

4.0

6.7

10.7

1.3

29.3

80.0

70.7

36.0

22.7

8.0

10.7

12.0

5.3

76.0

①育児休業者への職場復帰支援

②事業所内託児施設の整備・運営

③育児に要する経費の経済的援助

④子の看護休暇制度

⑤その他
 

13.3

25.3

36.0

2.7

8.0

8.0

13.3

1.3

69.3

56.0

42.7

22.7

9.3

10.7

8.0

73.3

①ボランティア休暇

②リフレッシュ休暇

③健康・家族・仕事の悩み等の相談・

カウンセリング、メンタルケア

④その他

 

1.3

5.3

32.0

1.3

6.7

14.7

22.7

76.0

42.7

72.0

12.0

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

③その他

②介護に関する経費の経済的援助

①介護休業者への職場復帰支援

実施している 今後実施予定 実施予定なし 無回答 【柔軟な働き方】 

【休業・ケア制度】 

【育児支援】 

【介護支援】 

(N=75) 
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事業所における「男女共同参画」や「ワーク・ライフ・バランス」の実現のために、行

政に期待することはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「男女共同参画」や「ワーク・ライフ・バランス」の実現のため、行政に期待するこ

とについて、「保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護サービスを充実す

る」が約 5割と最も多くなっています。 

4.男女共同参画全般について 

 

21.3

14.7

20.0

13.3

48.0

5.3

22.7

13.3

5.3

6.7

13.3

0% 20% 40% 60%

広報紙やパンフレットなどで、事業所の男女共同参画についての啓発を行う

事業所の男女共同参画の推進や女性の活躍推進のための講座やセミナーを開催する

事業所が行う研修会などに、講師を派遣したりするなどの協力や支援を行う

男女共同参画への先進取組事例や関連情報、ノウハウを提供する

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する

男女共同参画やワーク・ライフ・バランスに取組む企業の表彰、顕彰を行う

結婚退職後や育児退職後の再就職及び能力開発の機会をつくる

男女共同参画に関して、事業所や労働者のために相談窓口をつくる

男女平等に向けた雇用・労働条件確保のために、指導的役割の強化を図る

その他

無回答

(N=75) 


